	参　加　表　明　書様式1


自動物流道路の社会実装に向けた実証実験公募

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　標記の実証実験に関する公募について関心がありますので、参加表明書を提出します。
　なお、公募要領において示された応募資格にかかる要件について、以下☑を入れたとおり宣誓し、添付書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。

□申請者及び申請者が属する企業は、日本国に登記されている法人であること。
□自動物流道路に関する実証実験フェーズ1※1において、「３．実証実験の内容について」に示す【テーマ1】・【テーマ2】※1のいずれかに対応した実証実験の実施および検証項目の検証が可能であること。また、「4.(1)実証実験の申請の組合せと申請条件」の内容を満たすこと。
□実証実験に必要となる機器、システム、人材等を確保し、実験環境の整備・調整に責任を持って対応できること。
□実証実験の実施に必要な調整、報告等を日本語で適切に行うことができること。
□申請書の提出時に国土交通省から資格登録停止又は取引停止を受けていないこと。
□法人等（応募する個人、法人又は団体をいう）が、暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)、暴力団員(同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。)でないこと。
□役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていないこと。
□役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していないこと。
□役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有していないこと。

※1：「実証実験フェーズ1」及び「テーマ1・テーマ2」は「３．実証実験の内容について」を参照のこと。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　国土交通省　道路局　企画課道路経済調査室　殿

	実験参加者の代表者	氏名：
所属・役職：
住所：
電話番号：
E-mail：
	窓口となる担当者	氏名：
	（※上記と異なる場合）	所属・役職：
住所：
電話番号：
E-mail：	

	参　加　者　一　覧様式2

自動物流道路の社会実装に向けた実証実験公募


	No
	企業・団体名
	所属・役職
	氏名
	担当内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	





申　請　書様式3

自動物流道路の社会実装に向けた実証実験公募

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　標記の実証実験に関する公募について、応募用紙を提出します。
公募要領の”４.(1)実証実験の申請の組合せと申請条件”に従って、以下☑を入れたテーマに応募します。

　□A：【１】拠点における荷役の検証、【２】複数台の搬送機器の自動走行の検証
□B：【１】拠点における荷役の検証、【２】複数台の搬送機器の自動走行の検証
（対面走行、高速度走行での圧力波等影響評価を除く）
□C：【２】複数台の搬送機器の自動走行の検証
（対面走行、高速度走行での圧力波等影響評価を除く）
□D：【１】拠点における荷役の検証
□E：【２】複数台の搬送機器の自動走行の検証（対面走行、高速度走行での圧力波等影響評価）
□その他（　　　　）
（上記チェックボックスのいずれか一つにチェックすること）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　国土交通省　道路局　企画課道路経済調査室　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	実験参加者の代表者	氏名：
所属・役職：
住所：
電話番号：
E-mail：
	窓口となる担当者	氏名：
	（※上記と異なる場合）	所属・役職：
住所：
電話番号：
E-mail：

【〇：○○】※○○には申請の組合せと項目名を記載する。
	担当する企業・団体、現時点で想定している機器、技術

	以下の記載例に倣い、実証実験を実施する際の検証項目、取得する指標について、実証実験において各要素技術を担当する企業・団体、現時点で想定している機器、技術の概要、実験実施・運営にかかる費用のうち、国側に費用負担を求める項目と概算費用を記載して下さい。なお、想定している機器、技術は、写真や画像を適宜用いて次ページ以降で分かりやすく示してください。（適宜参考資料を添付することも可）
※実験実施方法、スケジュールを明記すること。
※実証実験の関連分野に関する知見を有することを示すこと。（論文・レポート・発表資料、業務実績資料
等）
※搬送機器については、これまでの運行実績を記載すること。（商用実験ベースを問わない。）
※実験に必要な機器・システム及びそのログ等について各種ログデータやドライブレコーダデータ等の保存場所、情報管理体制、データアクセス権限者、アクセス制限とID管理、セキュリティ対策を明示すること。

＜記載例＞
検証項目は、公募要領から転記すること。

	検証項目
	取得する指標
	担当する企業
・団体
	取得する指標の計測手法

	自動走行時に主に速度に応じた左右の揺らぎ・ブレ（自動走行に必要な幅員等の確認）
	走行ラインからの逸脱の幅
	○○機器
	開発中の●●による実装
詳細は別紙参照

	速度・重量に応じた指定速度までの加速及び停止までに必要な時間や延長
	目標とする速度に達するまでに必要な時間と距離
	
	

	
	最大加速度
	
	

	
	停止時落下物までの距離
	
	

	
	停止時の車頭間隔（追従走行時）
	
	







	
＜記載例(実験実施・運営にかかる費用のうち、国側に費用負担を求める項目と概算費用)＞

	[bookmark: _Hlk202262614]項目
	金額（万円）
※事前に把握することが
可能な場合記載すること
	小計（万円）
	条件・内訳・理由等

	人件費※1
	主任技師
70,900円/日 × 5日 × 1人
	354,500円
	現地での作業を計5日想定

	
	技師(B)
49,300円/日 × 5日 × 3人
	739,500円
	現地での作業を計5日想定

	旅費交通費※2

	宿泊費
5泊 × 4人 ×11,000円/泊
	220,000円
	つくば市内泊を想定

	
	交通費
4人 × 2.5万円 
	100,000円
	名古屋～つくば往復

	計（万円）
	
	1,414,000円
	



※1人件費の単価は国土交通省設計業務委託等技術者単価のうち、「設計業務」の技術者の職種区分、技術者単価に準ずることとし、主任技師、技師(B)を用いること
　https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001981913.pdf
※2宿泊費の単価は、国家公務員等の旅費支給規程別表第二　宿泊費基準額（第十三条関係）の「職務の級が十級以下の者」の宿泊費基準額に準ずること
　例）茨城県：11,000円、千葉県：17,000円
※3公募要領の”表 2　役割分担・費用分担”に記載がある実験稼働時の必要な電力については記載不要
※4国側に求める費用負担額については、応募状況を踏まえ、事務局にて上限額の設定を行う予定
※5実験後、領収書等の証明書類を添付した請求書を提出すること






【〇：○○】※○○には申請の組合せと項目名を記載する。
	実証実験のイメージ図
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